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総面積１３，７８２ｋ㎡（全国第３位）

人口２０３．８万人＜平成２２年３月１日現在＞

県内５９市町村（１３市、３１町、１５村）＜平成２２年３月１日現在＞

１１．福島県の概況．福島県の概況

467千人

539千人

295千人

195千人

195千人

344千人

○内の数字は、平成２２年３月1日
現在の各地区の総人口

郡山郡山
地区地区

福島福島
地区地区

相双相双
地区地区

いわきいわき
地区地区

会津会津
地区地区

白河白河
地区地区

福島市・二本松市福島市・二本松市
伊達市・伊達郡・伊達市・伊達郡・
安達郡安達郡

郡山市・須賀川市・田村市郡山市・須賀川市・田村市
本宮市・田村郡・岩瀬郡本宮市・田村郡・岩瀬郡

会津若松市・喜多方市・会津若松市・喜多方市・
耶麻郡・河沼郡・耶麻郡・河沼郡・
大沼郡・南会津郡大沼郡・南会津郡

白河市・西白河郡・白河市・西白河郡・
石川郡・東白川郡石川郡・東白川郡

南相馬市・相馬市南相馬市・相馬市
相馬郡・双葉郡相馬郡・双葉郡

いわき市いわき市

県土が広く、多極分散型の地域構造

出所：福島県 現住人口調査月報
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２２．福島県の特性．福島県の特性

福島県は、総面積・人口とも東北2位であるが、「一人あたり県民所得」「製造品出荷額等」は東北1位。
魅力的な観光資源を背景に、温泉地数は東北2位・全国5位の水準にあり、今後の発展が期待されている。

東北
順位

（単位） 福島
東北
シェア(%)

全国
順位

全国
シェア(%)

年次

2 総面積 （k㎡） 13,782 20.6 3 3.6 2008年

2 人口 （万人） 203 21.8 18 1.6 2009年

1 一人あたり県民所得 （千円） 2,775 － 23 － 2006年

1 製造品出荷額等 （兆円） 6 32.7 19 1.8 2007年

2 温泉地数 （ヶ所） 134 20.7 5 4.2 2007年

2 県内総生産(名目) （億円） 78,972 23.6 19 1.5 2006年

2 民営事業所数 （所） 99,265 21.6 19 1.7 2006年

2 民営従業者数 （人） 838,040 22.1 20 1.5 2006年

3 農業産出額 （億円） 2,400 18.1 12 2.9 2007年

4 海面漁業漁獲量 （万t） 9 14.4 12 2.3 2007年

5 小売業年間商品販売額 （百万円） 1,209,421 9.1 34 0.9 2007年
出所）福島県ホームページ、ふくしま統計情報ボックス、総務省「事業所・企業統計調査」

3



３３．福島県の地理的優位性．福島県の地理的優位性

首都圏から200km圏内に位置する地理・地位的優位性

福島県は東北地方の最南端、首都圏から概ね２００ｋｍ圏内に位置し地理的優位性が高い。また、地震災害の将来
確率が低いなど、安全な産業基盤を有している。「工場進出・受入れ魅力度調査」でも全国７位の評価。

「工場進出・受入れ魅力度調査」において全国総合７位の評価

出所：東京商工リサーチ 「工場進出・受入れ魅力度調査」(平成22年1月）

工場受入件数は東北１位
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今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに

見舞われる確率（各県庁所在地）

福島市は0.1％で、全国の県庁

所在地の中で最も安全である。

地震災害が少なく、安全・安心な産業基盤

出所：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2008）

出所：東京商工リサーチ「工場進出・受入れ魅力度調査」（平成22年1月）

4
814滋 賀 県第９位

1,014栃 木 県第８位

1,036静 岡 県第６位
1,034福 島 県第７位

順位 都道府県名 工場受入件数(累計)

第１位 埼 玉 県 3,054
第２位 千 葉 県 1,917
第３位 茨 城 県 1,778
第４位 神奈川県 1,403
第５位 兵 庫 県 1,120

第１０位 群 馬 県 804

第６位

第５位

第４位

第３位

第２位

第１位

順位

227
322
379
479
557

1,034
工場受入件数(累計)

青 森 県

地区 都道府県名

東北

福 島 県

宮 城 県

岩 手 県

山 形 県

秋 田 県



福島県は、地理的優位性を基に、東北随一の製造業集積を誇る。製造品出荷額は東北地方の約３割を占めて
おり、今後も製造業が県内経済を牽引。

４４．福島県の産業（１）．福島県の産業（１） ～製造業～～製造業～

東北6県における業種別製造品出荷額の県別構成比

出所：東北経済産業局「東北経済のポイント」（平成２１年度版）

出所：経済産業省「平成19年工業統計表」 出所：経済産業省「平成19年工業統計表」
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4.5%2.0%

1.1%

26.4% 65.2%

0.8%

福島県宮城県

山形県

岩手県 青森県秋田県

＜ゴム製品製造業＞

13.9%

12.4%

9.2%
4.6%

51.8%

8.1%1.7%

35.9%

14.3%
9.2%

34.7%

4.2%
0.1%

53.6%

0.7%

6.4%
0.4%

38.8%

＜精密機械器具製造業＞＜輸送用機械器具製造業＞ ＜医療機械器具、装置製造業＞
（部分品、取付具、付属品含む）

福島県

宮城県

山形県

岩手県

秋田県

青森県

福島県

宮城県
山形県

岩手県

秋田県 青森県

福島県

宮城県
山形県

岩手県

秋田県

青森県

東北6県において製造品出荷額のシェアが圧倒的に高い

福島県 ６．１兆円
32.7%

宮城県 3.5兆円
18.8%

山形県 3.2兆円
16.9%

岩手県
2.6兆円

秋田県
1.6兆円

青森県
1.6兆円

東北地方の製造品出荷額等順位（市町村別）

市区町村名 製造品出荷額等

第１位 福島県いわき市 1兆667億円
第２位 福島県郡山市 1兆198億円
第３位 山形県米沢市 8,061億円
第４位 福島県福島市 7,974億円
第５位 青森県八戸市 5,857億円
第６位 宮城県仙台市 5,532億円



福島県は、観光資源が豊富であり、全国の観光宿泊者数減少の中でも県内への宿泊者は増加。また、小名浜港
の整備や福島空港の国際便利用促進等もあり、外国人観光客の増加も期待。観光関連産業も福島県経済を活
性化していく期待大。

４４．福島県の産業（．福島県の産業（２２）） ～観光業～～観光業～

都道府県別 「延べ宿泊者数順位（旅館＋リゾートホテル）」

福島県を訪れる宿泊旅行者は増加

福島県の豊かな自然

出所：福島県ホームページ

出所：国土交通省 観光庁 宿泊旅行統計調査報告（平成２０年１～１２月）

出所：ふくしま統計情報ボックス

○林野面積：９４３千ｈａ 全国 ４位＜平成１７年＞

○ 温泉地数：１３４ヵ所 全国 ５位＜平成１９年＞

○多目的運動広場数：１３４．４施設全国 ５位＜平成１７年＞
（人口１００万人当たり）

○湖沼面積：１０３．３２ｋ㎡ 全国 ４位＜平成２０年＞
（ 猪苗代湖 ）

○ 自然公園面積：１７９１．２４ｋ㎡ 全国 ６位＜平成２０年＞

５，０３２群馬県第７位

５，３６２福島県第６位

７，６４３沖縄県第５位

７，７６７長野県第４位

９，４５８静岡県第３位

９，８３０千葉県第２位

順位 都道府県名 延べ宿泊者数

第１位 北海道 １２，２６３

第８位 栃木県 ４，８７５

第９位 新潟県 ４，１４９

第１０位 三重県 ３，９６９
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％

千人泊

千人泊

千人泊

1.0

73

7,516

7,589

福島県

－

－

％

％

－

－

2.4

2.5

構成比

－

－

13位

13位

全国

順位

－

－

1位

1位

東北
順位

▲1.0

▲3,234

309,381

306,147

項 目 全 国

宿泊者数

20年 千人泊

19年 千人泊

増減数 千人泊

前年同期比 ％

（単位：千人）



12.1％

87.9％

原子力, 51.4% 火力, 43.5% 水力等, 5.1%

４４．福島県の産業（．福島県の産業（３３）） ～エネルギー産業～～エネルギー産業～

平成２０年度
１，２９０億kwh

福島県内の発電量は全国１位
（国内シェア １１．３％）

原子力 50.1％ 火力 42.6％ 水力等 7.2％

その他
５５％

福島県
２６％

新潟県
１９％

福島県には、水力・火力・原子力

等を合わせて約１００ヵ所 もの

発電所があり、作られた電気は

県内で使用されるほか、その多く

が首都圏へ送られ、首都圏の電

力需要を支えている。
県内総発電量

福島県は首都圏向け最大の
電力供給地

日本最大級の風力発電

郡山市の布引高原には風車

３３基を備え、日本最大級の

出力を誇る風力発電設備が

あり、日本の風力発電のリー

ド役を担っている。

出所：福島県エネルギー課

福島県はわが国最大の発電県

福島県内総発電量の構成比 (平成20年度)

出所：福島県エネルギー課

新たなエネルギーのふるさと “ふくしま”

首都圏における福島県産電力の割合

福島県は、わが国最大の発電県であり、作られた電気の多くが首都圏へ送られている。エネルギー産業
およびそれらに関連する産業も広がっている。
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出所：日本銀行福島支店（平成18年度実績）

福島県外向け
電力供給量の
割合

福島県内向け
電力供給量の
割合



福島県は、多様な風土を背景として、高品質かつ多彩な農作物を産出。なかでも、米は全国的にも高評価。
福島県では「ふくしま農商工連携ファンド」を創設し、農商工連携による食産業の発展を積極的に支援。

４４．福島県の産業（．福島県の産業（４４）） ～～農農業～業～

福島県の米は全国的に高評価

「ふくしま農商工連携ファンド」への取り組み

福島県の農産物の概況

出所：ふくしま統計情報ボックス

＜食味ランキング（平成２０年産）＞

○会津地区（ コシヒカリ ）･･･ 特A

○中通り地区（ひとめぼれ）･･･ 特A
○会津地区（ひとめぼれ）･･･ Ａ´

○中通り地区（ コシヒカリ ） ･･･ Ａ

○浜通り地区（ コシヒカリ ） ･･･ Ａ

○果実
もも ： ２７千トン 全国 ２位 ＜平成１９年＞

なし ： ２２千トン 全国 ４位 ＜平成１９年＞

りんご ： ３５千トン 全国 ５位＜平成１９年＞

○ 米 ：４４５千トン 全国 ４位＜平成１９年＞
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＜スキーム図＞

福島県では、農商工連携による、付加価値の高い新商

品の開発や販路拡大等を支援する目的で、「ふくしま農

商工連携ファンド」を創設しました。

○当行は当ファンドへの金融機関融資額４億９千万円

の内、２億６千万円をお引き受けいたしました。

○また、当ファンドにおける助成事業者として決定した

お客さまに対して、当行所定利率から最大で金利を

０．２％優遇する事業者向け融資商品「東邦・農商工

連携ファンド支援資金」を創設しております。

「ふくしま農商工連携ファンド」

福島県の農業産出額 ２千４百億円 全国１２位＜平成１９年＞

出所：財団法人 日本穀物検定協会

○野菜
さやいんげん ： ４千トン 全国 ２位＜平成１９年＞
きゅうり ： ５３千トン 全国 ４位＜平成１９年＞



ⅡⅡ．平成．平成２１２１年度年度 決算の概要決算の概要
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業務粗利益は、資金運用収益が減少するも、債券関係損益の改善により、前年度に比べ増加。
与信費用の減少もあり、経常利益は前年度に比べ大きく改善し、当期純利益は大幅増益決算となる。

１１．平成．平成２１２１年度年度 決算の概要決算の概要

増減２１年度２０年度

＋６４１０４４０税引前当期純利益

＋１６２７６２６経常収益

＋１９０▲２０うち株式等関係損益

うち債券関係損益 ＋３１２１▲９

＋３８２５▲１３その他業務利益

１８

▲６

４６

５７

▲８１

１２８

▲２１

１１６

３６７

５７

４２９

４７３

＋４▲１特別損益

うち不良債権処理額

＋１２１４０業務純益

▲２６３１

＋１７▲４一般貸倒引当金繰入額

役務取引等利益

資金利益

＋４８６７当期純利益

＋５９１０６経常利益

＋４６▲３４臨時損益

▲５３６１経費

▲７５０

＋２４４９８業務粗利益

▲２

▲６

１１４コア業務純益（※）

４２３

＜主な要因＞
（単位：億円）

２６

銀行の本来業務で計上された利益

３８

貸出金・有価証券残高ともに前年度比
増加。政策金利引下げの影響等により
資金運用収益は減少し、役務取引等
収益も減少した。一方、有価証券関係
損益部門が堅調に推移したこと等により
業務粗利益は前年度比増益

着実な貸出金利息収入、有価証券利息
収入を背景に資金利益は４２０億円台で
安定推移

経費の圧縮に努め、前年度比減少

不良債権処理額の大幅な減少により
与信費用は減少

▲１１

株式市場の回復基調により、株式等
関係損益が改善

経常利益は、前年度比５９億円増加
当期純利益は、前年度比４８億円
増益と、大幅な増益決算

(※)コア業務純益 ＝
業務粗利益－債券関係損益－経費

10



２２．資金利益の推移．資金利益の推移

（単位：百万円）

厳しいマーケット環境下においても、業務粗利益の中核を占める資金利益は着実な貸出金利息収入、有価証券
利息収入を背景に４２０億円台で安定的に推移。

資金利益の推移

法人マーケット戦略
● 「営業基盤強化運動」の継続展開
● 私募債など多様な金融商品の提供
● 「経営課題提案型営業」の展開
● ビジネスマッチングの活性化・成長分野への取組み強化

主な要因及び戦略

運用・調達の強化

個人マーケット戦略
● 個人預金、預り資産の増強
● ＡＴＭ戦略の実行
● 本体発行クレジットカード「Ａｌｗａｙｓ」会員の増強
● ローン専門店への人材の重点配置
● 個人ローン増強戦略と顧客状況に応じた適切な相談体制

有価証券運用戦略
● 有価証券ポートフォリオの再構築
● 長期化戦略による金利リスクテイクの実施

11

8,075 6,939 7,180 7,967

224

34,751 35,092 35,567 34,682

-333-361

610

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

19／3末 20／3末 21／3末 22／3末

預貸収支 預証収支 短期運用他

42,465 42,641 42,972 42,316

資金利益



26,894

28,233

29,698

20,483

19,787

18,921

15,000

20,000

25,000

30,000

20／3末 21／3末 22／3末

総預金 個人預金

20,000

26,894

28,233

29,698

2,403

2,550

2,607

1,078

763

916

312

439

683

20,000

25,000

30,000

35,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末

預金 公共債 投資信託 年金保険

３３．総預かり資産の状況．総預かり資産の状況

（億円）

お客さまの多様化する資金運用ニーズにお応えしてきた結果、総預金残高が３兆円を突破。（平成２２年３月２６日）
また、総預かり資産は前年度比１，７１３億円増加。

（億円）

（預金には譲渡性預金・外貨預金も含む）

31,986

30,893

※預かり資産・・・公共債、投資信託および年金保険

0 0

18,000

20,000

22,000
30,000

25,000

総預かり資産残高（預金＋預かり資産）の推移

33,700

12

（左軸） （右軸）

増加額 ６９６億円
（増加率 ３．５％）

増加額 １，４６５億円
（増加率 ５．２％）

（億円）

総預金・個人預金残高の推移

総預金残高 １，４６５億円増加（前年同期比増加率 ５．２％）

個人預金残高 ６９６億円増加（前年同期比増加率 ３．５％）



４４．福島県内における預金シェアの推移．福島県内における預金シェアの推移

お客さまのさまざまなニーズに対応する商品･サービスの提供により、地域のお客様からの信頼をいただいた結果、

個人預金増加率が高水準を維持するなど、当行の県内預金シェアは堅調に推移。

39.0%39.5%
38.9%38.7%37.9%38.0%37.8%

37.3%
37.6%37.9%

36.6%

16.9%17.1%17.3%17.6%18.0%18.1% 17.8%19.4%
17.5%

19.4%
17.8%

19.5%
19.7% 19.7% 19.4% 19.4% 19.2%19.1%

19.7%19.6%19.2%
18.8%

4.5%5.2%5.3% 5.4% 4.5% 4.4% 4.2% 4.1% 4.3% 4.5% 4.6%

8.3%8.2%8.4%8.8%9.0%9.1%9.3% 9.5% 9.6% 9.4%9.0%

11.8%11.2% 11.3% 11.2% 11.5% 11.4%10.4%10.2% 10.5% 10.6% 10.9%

0%

10%

20%

30%

40%

12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 21/9末

当行 県内第二地銀 信用金庫
大手行 県外地銀 その他
折れ線 折れ線 折れ線

出所：日本金融通信社
13

福島県内預金シェア（ゆうちょ銀行・農協を除く）



5,465
5,621

5,660

5,023
5,103

4,823

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末

個人ローン うち住宅ローン

５５．貸出金の状況．貸出金の状況

20,237

 

20,317

200 200

17,000

17,500

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

20,500

21,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末

国内コア貸出金 政府向け貸出（億円）

地元企業をはじめとした事業性貸出の需要に積極的にお応えした結果、国内コア貸出金は前年度比８０億円増加。
個人ローンについても、ローン専門店の強化等により、前年度比３９億円増加。

※国内コア貸出金：総貸出金から政府向け貸出を除いたもの

２０，４３７

（億円）

15,088

15,618
15,410

13,500

14,500

15,500

16,500

20/3末 21/3末 22/3末

（億円）

※国内コア貸出金ベース

0

総貸出金・国内コア貸出金残高の推移

個人ローン残高の推移

福島県内の貸出残高

２０，５１７

14

１８，６４７



６６．福島県内における貸出金シェアの推移．福島県内における貸出金シェアの推移

お客さまの視点に立った商品･サービスの提供により、県内各地区でのシェアアップを図り、県内貸出金シェア

４０％の早期達成を目指す。個人ローンの増加等により当行の県内貸出金シェアは堅調に推移。

17.3%

38.5%38.6%
37.9%37.8%37.7%

32.5% 33.1% 34.4%33.3% 35.7% 36.4%

18.6%18.5%18.7%19.2%19.3%
20.1%

22.2% 21.7%21.8%
20.0%20.6%

15.5%15.5%15.6%15.6%15.7%15.8%
17.2% 17.0% 16.6%

15.9%

3.3%3.5%3.6%3.8%3.7%3.9%4.2%4.2% 4.1%4.1%4.1%

9.8%9.8%10.1%9.9%10.0%9.9%
11.7%

11.8% 10.5%10.9%11.5%

14.3%14.1%14.1%13.7%13.6%13.9%12.1% 13.7%
13.4%12.6%11.8%

0%

10%

20%

30%

40%

12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 21/9末

当行 県内第二地銀 信用金庫
大手行 県外地銀 その他

出所：日本金融通信社
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福島県内貸出金シェア（農協・政府系金融機関を除く）



495
418

266
170 164 168 118

449

499

529
424 407 451

444 412

506

580

513
503

434

246 200

209
202

2729

871

0

500

1,000

1,500

2,000

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

要管理債権 危険債権 破産更生債権等

26

94

358

78

6
36 (0.13)(0.54)

(2.09)

(0.18)
(0.44) （0.03)

0

100

200

300

400

13/3末 15/3末 17/3末 19/3末 21/3末 22/3末

0

1

2

与信関係費用 貸出金平残に対する割合

７７．貸出資産の質の状況．貸出資産の質の状況

（億円）

経営改善支援・事業再生等への積極的な取組みを実施しており、金融再生法開示債権比率は３．１０％まで低下。
（仮に部分直接償却した場合２％台まで低下）

（億円）

1,873（ピーク時）

822
769

3.10

10.35

8.45 7.27

6.73

4.39 4.39 4.08 3.31

2.62

5.46
6.63

9.08

5.01

3.74 3.64
2.92

3.74

2

5

8

11

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

不良債権比率 仮に部分直接償却した場合

（ピーク時）（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒引当金
の計上ではなく、貸倒償却として債権額から直接減額すること。

（％）

（ピーク時）

682

1,023

1,279

1,448

1,204

642

16

金融再生法開示債権比率の推移金融再生法開示債権の推移

与信関係費用（一般貸倒引当金+個別貸倒引当金）の推移



2.472.47

2.322.282.28

3.40

1.07

1.09

1.081.08

1.04

1.09

1.5

2.5

3.5

１９／上 １９／下 ２０／上 ２０／下 ２１／上 ２１／下

0.8

0.9

1

1.1

1.2
円建債券平均残存期間(左軸）

円建債券平均利回り（右軸）

3,180 3,377

4,580

665
724

765
2,750 2,272

2,320
515

425

411
731

796

730

0

3,000

6,000

9,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末

国債 地方債 社債 株式 その他

８８．有価証券の状況．有価証券の状況

投資環境や市場動向に留意しながら効率的な資金運用に努めた結果、国債および社債を中心に、有価証券は
前年度比 １，２１０億円増加し、８，８０７億円となった。

（年）（億円）

7,844
7,596

8,807

（％）

17

有価証券ポートフォリオの構成推移 円建債券平均残存期間・利回りの状況



９９．役務取引等収益の状況．役務取引等収益の状況

（百万円）

ＡＴＭ利用手数料無料サービスの拡充などお客さまの利便性を重視した戦略に伴う影響として、役務取引等収益は
前年度比 ２６２百万円減少。一方、資産運用相談への積極的対応により、預り資産関連手数料は増加に転じた。

（百万円）

176

500

1,428 775

678

165

143

718

92

0

500

1,000

1,500

2,000

20／3期 21／3期 22／3期

保険商品 投資信託 国債

１，７７０

１，４１９
１，４８９

役務取引等収益の推移 預り資産関連手数料の推移
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4,061 3,911 3,745

1,770
1,419

1,472

1,142 972

3,411

3,651
3,655

1,489

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

20／3期 21／3期 22／3期

為替関連 預り資産関連 ＡＴＭ関連 その他

１０，７１４
１０，１２３

９，８６１



10.42

8.71

10.5210.61
10.27

8.49

10.78 10.92

7.947.73

8.35
8.628.61 8.63

9.39

8.21

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率

２１／３末 ２２／３末 前年度比

自己資本 １，５５４ １，５５０ ▲３

ＴｉｅｒⅠ １，１８３ １，３３３ ＋１５０

ＴｉｅｒⅡ（※） ３７３ ２１７ ▲１５５

リスクアセット額 １４，４１３ １４，２００ ▲２１２

普通株式での新株式発行による資本増強などにより、ＴｉｅｒⅠ比率は前年度比 １．１８％上昇の９．３９％となった。

自己資本比率は、劣後特約付社債１５０億円を償還したものの、前年度比 ０．１４％上昇の１０．９２％となった。

（％）

（億円）

ＴｉｅｒⅠ＝中核的自己資本

（※）ＴｉｅｒⅡ：一般貸倒引当金・土地再評価差額および

劣後社債・劣後ローン等

１０１０．自己資本比率（単体）の状況．自己資本比率（単体）の状況

国内のみで業務を営む金融機関は、４％以上の

自己資本比率を維持することが義務付けられて

いる。

19

自己資本比率の推移

自己資本の推移



20

１１．資本政策１１．資本政策
中長期的な成長戦略の布石として、またお客さまのさまざまな資金ニーズにお応えしていくため、中核的自己資本
での資金調達が必要と判断し、２２年ぶりに普通株式での公募による増資を実施。

公募増資等の内容

３０，０００，０００株A． 発行株数

１株につき ２９４円

（条件決定日終値 ３０５円）
Ｂ．発行価格

１株につき ２８０．２７円Ｃ．払込金額

８，４０８，１００，０００円Ｄ．払込金額の総額

【資本金】４，２０４，０５０，０００円

【資本準備金】４，２０４，０５０，０００円

Ｅ．増加する資本金・

資本準備金の額

Ｆ．払込期日

項 目 発行内容

平成２１年１０月２６日（月）

＜公募増資の内容＞

＜第三者割当の内容＞

４，５００，０００株Ａ． 発行株数

１株につき ２８０．２７円Ｂ．払込金額

１，２６１，２１５，０００円Ｃ．払込金額の総額

【資本金】６３０，６０７，５００円

【資本準備金】６３０，６０７，５００円

Ｄ．増加する資本金・

資本準備金の額

Ｅ．払込期日

項 目 発行内容

平成２１年１１月１２日（木）

公募増資後の状況

（＋４，８３４）（＋４，８３４）（当初残高比）

２３，５１９

６３０

４，２０４

１８，６８４

資本金

１３，６５３

６３０

４，２０４

８，８１８

資本準備金

当初残高

＋新株3,000万株

＋第三者割当450万株

増資完了後

＜増資後の資本金・資本準備金＞ （単位：百万円）

株主優待制度の導入

株主の皆さまからの日頃のご支援にお応えするとともに

当行株式への投資魅力をこれまで以上に高め、より多く

の皆さまに長期間当行株式を保有していただくことを

目的として、「株主優待定期預金」の取扱い開始を予定

毎年３月３１日現在で当行株式を１千株以上保有している

株主さまに対し、１年もの定期預金（預入金額１００千円

～３，０００千円まで）に０．５％の金利優遇を実施

【株主優待定期預金の取扱開始】



平成２２年度は、コア業務純益１３４億円、経常利益１１０億円、当期純利益６５億円を見込む。

１２１２．平成．平成２２２２年度の業績見通し年度の業績見通し

うち資金利益 ＋１７４４０４２３

うち債券関係損益 ▲２１０２１

うち不良債権処理額

▲５１３５１４０業務純益

▲１０２１３１

＋４０▲４一般貸倒引当金繰入額

▲２６５６７当期純利益

＋４１１０１０６経常利益

＋１１▲２３▲３４臨時損益

０３６１３６１経費

▲２４９６４９８業務粗利益

＋２０

増減

１３４１１４コア業務純益

２２年度見通し２１年度

予防的な引当を実施してきており

平成２２年度の与信関係費用は

前年度比減少を見込む

債券関係損益は減少を見込む

ものの、資金運用収益の増加や

与信関係費用の減少などにより

当期純利益は６５億円を見込む

２６ ２１ ▲５

引き続き、積極的に貸出ニー

ズにお応えしていくことで、

資金運用収益の増加を図り、

資金利益は前年度比増加、

業務粗利益は前年度同程度

を見込む
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ⅢⅢ．．経営方針・経営計画経営方針・経営計画
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◆地域に熱く◆
ふるさと“ふくしまの発展のため、地域社会
やお客さま、株主に対し、熱いこころをもって
行動する”

長期目標

地域いちばん銀行計画２００９
（計画期間：2009年4月1日～2012年3月31日）

重 点 戦 略

○法人マーケット戦略
○個人マーケット戦略
○チャネル戦略・
手数料戦略

○ＣＳ向上
○業務プロセスの再構築
・システムインフラの整備

○地域経済への貢献・支援
○地域との連携・協働
○地域活性化への継続的取
組み
・環境問題への取組み
・地域社会への貢献

○人を育てる企業風土の
確立

○働きがいの実感できる
企業風土の醸成

○人材の効果的活用と配置
○がんばった人が評価され
る枠組みの構築

○創立７０周年記念事業の
実施

○マーケット運用力の強化
○資産健全化への継続的取
組み
○資本政策・株主還元策
○グループ総合力の強化
○ＯＨＲ（経費率）の改善

○法令等遵守・顧客保護等
管理態勢の充実・強化

○リスク管理態勢・自己資
本管理態勢の充実・強化

○会計基準変更等への対応
○内部監査態勢の強化

Ⅰ．お客さまの視点に立った
商品・サービスの提供

Ⅱ．福島県を核とした地域
への貢献

Ⅲ．全員参加型の企業
風土の確立

Ⅳ．経営の効率化と
企業体力の強化

Ⅴ．経営管理態勢の強化

中期経営計画
≪名称≫

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く
～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く
～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

≪目指す銀行像≫

基本的
考え方

大 き く
（盤石な企業規模と営業基盤）

【総預金】
（創立７０周年） ３兆３千億円
（創立７５周年） ４兆円

強 く
（高い収益力）
【当期純利益】

（創立７０周年） ７５億円
（創立７５周年） １００億円

た く ま し く
（健全な経営体質）
【自己資本比率】

（創立７０周年） 11％以上
（創立７５周年） 11％以上
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１１．．長期目標・中期経営計画長期目標・中期経営計画

※創立70周年
･･･平成23年度

創立75周年
･･･平成28年度

◆お客さまに誠実に◆
お客さまの視点に立って、誠実にこころをこめ
て接し、広く地域から選ばれる銀行となる

◆人を大事に◆
従業員が働きがいを実感できる企業風土を
醸成し、当行の将来を担い、地域を支える
人材を育成する

（商標登録第5238791号）



２２．中期経営計画の．中期経営計画の経営目標経営目標

20年度 21年度 23年度目標 20年度 21年度 23年度目標

20年度 21年度 23年度目標

貸出金（平均残高）総預金（ピーク時残高）

コア業務純益 自己資本比率

最終年度目標 ３兆３千億円

当期純利益

総預り資産（平均残高）

最終年度目標 ２兆１千億円

24
20年度 21年度 23年度目標

20年度 21年度 23年度目標

20年度 21年度 23年度目標

最終年度目標 ３兆６千億円

２兆８千億円

３兆３千億円
３兆２千億円

３兆６千億円

２兆円 ２兆１千億円

１１６億円

１８億円

１０．７％
１５０億円

最終年度目標 １５０億円

７５億円

最終年度目標 ７５億円

１１．０％

最終年度目標 １１％以上

主要勘定目標

経営指標目標

３兆円

２兆円

１１４億円
６７億円

１０．９％

３兆２千億円
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19年度 20年度 21年度
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引受金額 件数

長期固定金利での調達が可能な銀行保証付私募債の積極的な引受

を実施し、引受件数大幅増加

今後発展が見込まれる農業関連ビジネスへの対応を強化し、新たな

マーケットとして開拓を図るため、農業事業者向け融資商品を推進

（「東邦・アグリⅠ」「東邦・アグリⅡ」）

お客さまからの固定金利での資金調達ニーズにお応えするために

金利特約条項付ファンド「東邦･スーパーアシスト１００」を取扱い

お客さまの保有する在庫・商品等を担保とした動産担保融資（ＡＢＬ）

への取組み等、お客さまの事業価値を見極める融資手法を積極的

に活用

デリバティブ（クーポンスワップ等）のご提案等、先進的な金融手法を

駆使した新たな商品のご提案

企業間の新しい支払決済手段である「電子記録債権」の取引を開始

されたお客さまの、当該債権の期日前資金化ニーズにお応えするた

め、電子記録債権買取業務の取扱いを開始

11,195

9,948

10,486

9,000

10,000

11,000

12,000

20／3末 21／3末 22／3末

～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～

３．３．法人マーケット戦略（１）法人マーケット戦略（１）

【中堅･中小企業の皆さまへの対応】 （億円）

（百万円）

お客さまの資金調達ニーズに積極的に対応したこと
により引受件数・金額とも増加

（件）

３３件

１８件
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５２件

※平残ベース

事業性貸出金残高の推移

私募債引受件数・金額の推移

お客さまの多様なニーズに合わせた金融商品、融資手法のご提案により、お客さまの目線に立った営業を展開。

法人向けサービスの拡充



経営者のさまざまな経営課題の解決を支援するため、各種セミナー
を開催

○農商工連携セミナー ○アグリビジネスセミナー ○事業承継セミナー

○医療経営セミナー ○アジアビジネスセミナー ○産学連携セミナー

適格退職年金制度の廃止問題に対応するため、企業型４０１k（確定
拠出年金）のご提案を積極的に実施

お取引先の経営基盤強化のために、食の商談会「ふくしまフードフェ
ア２００９」などを活用したビジネスマッチングにより販路拡大機会を
提供

【県内企業の活力向上に向けた取組み】
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約１２０名郡山市医療経営セミナー

約１２０名郡山市アジアビジネスセミナー

参加者数開催地

農商工連携セミナー 郡山市 約１５０名

アグリビジネスセミナー 郡山市 約１５０名

事業承継セミナー 県内６都市 計約１６０名

産学連携セミナー（２回） 郡山市 計約２８０名

経営課題提案型営業の展開

「ふくしまフードフェア２００９」開催の成果

食の商談会「ふくしまフードフェア２００９」

各種セミナー参加者数

～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～

３．３．法人マーケット戦略（法人マーケット戦略（２２））

食の商談会「ふくしまフードフェア２００９」

○来場者数 ： １，０５０人（前年比＋４１人）

○商談件数 ： １，２５４件（前年比＋３２３件）

○成約件数 ： ３３８件（前年比＋１２９件）

※本フードフェアでのマッチングを契機に、銀座のイタリアン

レストランにて、出展企業４社の食材を利用した「ふくしま

フェア」が開催されるなどの成果が現れている

企業経営者のさまざまな経営課題の解決を支援するための「経営課題提案型営業」を積極的に推進。

（商標登録第5290908号）



好評の「宝くじ付定期預金」を引続き取扱（２１年４月～７月・９～１１月）

投資信託３０ファンド、年金保険１１種類を販売中（２２年３月末現在）

保険商品のラインナップを拡充

○一時払終身保険 ２種類 ○医療保険 ３種類

○がん保険 ２種類 ○学資保険 １種類

退職金専用定期預金 「Ｎｅｗステージサポートプラン」の取扱

＜東邦＞スーパー年金定期Ⅱの取扱期間を好評につき延長

※公的年金の受取口座をご指定いただいているお客さまおよび

新たにご指定いただくお客さま向けに金利上乗せを行う商品

【様々なニーズへ対応する豊富な商品ラインナップ】

【団塊の世代マーケットへの対応】

6,197
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個人預金・預かり資産の推進

お客さまの利便性・サービス向上への取組み

～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～

４．個４．個人マーケット戦略（人マーケット戦略（１１））
○お客さまのさまざまなニーズに対応するため、取扱商品の拡充や、より安心できる資産運用の相談体制を整備。
○新たなＡＴＭ戦略の展開やインターネット支店の開設など、利便性向上に向けたさまざまな取組みを実施。

【新たなチャネルとしてインターネット支店を開設】

窓口や店舗を持たない県内初のインターネット上の支店

お客さまのパソコン・携帯電話やキャッシュカードで、

２４時間いつでもお取引が可能

新規お預入れの定期預金に店頭表示金利＋年０．２％

の金利上乗せを実施中
※上乗せされた金利の適用は初回満期日までとなります

投資信託口座の開設や購入等も可能

時間外手数料無料化、コンビニＡＴＭ手数料月３回無料化

給与振込、年金振込、住宅ローンのいずれかの取引がある
お客さまに対し、上記サービスを提供

地方銀行５行とのＡＴＭ利用手数料無料化
秋田銀行・山形銀行・七十七銀行・常陽銀行・足利銀行と
個別にＡＴＭ提携し、互いに出金時の他行利用手数料を
無料化

コンビニＡＴＭ提携拡大
セブン銀行、イーネット（ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、ﾐﾆｽﾄｯﾌﾟ）、ローソン
とのＡＴＭ提携を実施

ＡＴＭ営業時間の拡大
当行ＡＴＭコーナーの営業時間を、最長で平日・土曜日・
祝日は２２時まで、日曜日は２１時まで拡大

新たなＡＴＭ戦略の展開

【ＡＴＭの利便性向上に向けた取組み】

クレジットカード業務の展開

お客さまのニーズを踏まえ、従来、当行関連会社が

担ってきたクレジットカード業務に銀行本体が参入

ＩＣキャッシュカードにクレジットカード機能を兼ね備え、

当行とのお取引内容に応じて各種特典が付加される

「東邦Ａｌｗａｙｓカード」を平成１９年９月より受付開始

お客さまのニーズに合致した商品内容が、みなさまに

支持され、発売開始後約２年半で１７万件にせまる

契約会員数となる

【銀行本体によるクレジットカード業務への参入】



1,810
1,653

1,417

1,193

500
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2,000

19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

福島県内６ヵ所におけるローン専門店の個人ローン残高合計が１，８００億円を突破する等、お客さまのニーズに
あわせた営業体制や商品内容が支持されており、個人ローン残高は順調に増加。

さまざまな金利ニーズに対応した３つの住宅ローン金利応援コース

①当初期間金利応援、②全期間金利応援、③全期間固定金利応援

「少子高齢化」「環境保護対策」に配慮した金利引下げを実施

①個人ローン金利の『ファミたんカード』割引

※『ファミたんカード』とは･･･福島県が子育て家庭を地域全体で支援する環境づくりに向

けて、「福島県子育て応援パスポート事業」として発行しているカード

②東邦オートローンにかかる「エコカー（低公害車）」「福祉車両」等の

金利引下げを拡大

住宅の新規取得をご融資対象とした無担保型の住宅ローン商品

「東邦・マル信無担保住宅ローン」の取扱いを開始

独立行政法人住宅金融支援機構の住宅融資保険を付保した

住宅ローン商品「東邦住宅融資保険付住宅ローン」の取扱いを開始

１回のお申込みで複数の保証会社への審査が可能となる

「東邦・サポートローン」の取扱いを開始

平日の日中・夜間の住宅ローン相談出張サービスを実施

【お客さまのニーズを適切に捉えた商品内容・受付体制の拡充】

（億円）
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個人ローンの推進

ローン専門店における個人ローン残高の推移

ローン専門店（県内６カ所）

～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～

４．個４．個人マーケット戦略（人マーケット戦略（２２））



「地域金融円滑化推進委員会」の組成による相談体制の充実

資金繰りやご返済計画の見直しの相談が可能な、事業資金の

相談専門ダイヤルを設置

他の金融機関からお借入れをされている場合についても、

お客さまの同意を得たうえで、当該金融機関（信用保証協会

等を含む）との緊密な連携を図りながら対応

県内の６ヵ所のローン専門店に休日も相談できる「ご相談

専用窓口」を設置

勤務先の事情等による離職や収入の減少などで住宅ローン

のご返済計画の見直しをされるお客さまについて、ご返済

期間を最長５０年までに延長する商品性の見直しを実施

あわせて、上記のお客さまに対しては、当行および関連会社

の住宅ローンにおける返済条件変更手数料を無料化

（平成２３年３月末まで）

他の金融機関または住宅金融支援機構からお借入れをされて

いる場合についても、お客さまの同意を得たうえで、当該金融

期間等との緊密な連携を図りながら対応

第四銀行・山形銀行との共催「天地人キャンペーン」による

地域特産品の東京でのＰＲを実施

福島大学との産学連携による「会計戦略研究会」におい

て地域活性化に向けた取組み等を紹介する「地域活性化

フォーラム」を開催

中小企業の人材育成支援を目的とした、「新入社員向けセミ

ナー」を県内６ヵ所で開催

中小企業庁の「地域力連携拠点事業」について、県内６拠点

機関のパートナーとして参画

地域社会の活性化に向けてさまざまな取組みを行うとともに、地域金融の円滑化に向け、お取引先の皆さまの経営
相談・経営支援等を継続的に実施。

【事業者の皆さまに対する取組み】【お取引先や地域の成長支援に向けた取組み】
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地域金融の円滑化に向けた主な取組み地域活性化に向けた主な取組み

東京にて「天地人キャンペーン」ＰＲイベントを開催

～福島県を核とした地域への貢献～～福島県を核とした地域への貢献～

５．地域活性化、金融円滑化への取組み５．地域活性化、金融円滑化への取組み

【個人のお客さまに対する取組み】



福島県内で初めて、福島県が推進している「企業の森林づくり」制度を

利用した 「 とうほうの森 」づくり（植林活動）の実施（県内２ヵ所）

地方銀行６４行が加盟している「日本の森を守る地方銀行有志の会」

に参加。１２月には「日本の森を守る京都サミット」に参加。

県のCO2排出量削減に向けた取組み「福島議定書」事業へ参加

住宅ローンのご成約者に対して、グリーン電力証書を配布する「住宅

ローン環境サポートローン」を発売
（好評につき販売枠に到達したため、販売を終了いたしました）

尾瀬保護財団への信託報酬の寄付

「東邦・エコ定期預金」の販売による地元福島県の環境保全活動への

寄付の実施（好評につき販売枠に到達したため、販売を終了いたしました）

金融経済教育活動として、福島市・郡山市の県内２ヵ所において

「ＴＯＨＯ親子金融教室」を開催

小さな親切運動による「エコキャップ収集運動」を開始

地元の小学校を対象に、環境教育「みどりの授業」を開催

学生に対して職場体験の機会を提供するインターンシップを継続実施

財団法人東邦育英会による奨学金の支給

財団法人東邦銀行文化財団によるスポーツ・文化活動への助成

ふるさと“ふくしま”の持続的発展に貢献していくため、「地域の環境保全」「地域社会の活性化」を重視した
ＣＳＲ活動を展開。

【環境面への取組み】
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【社会面への取組み】

ＣＳＲへの取組み

「ふくしまエコキャップ運動」の展開（読売ｸﾞﾙｰﾌﾟ福島との相互協力）

「とうほうの森」づくり（植林活動）

～福島県を核とした地域への貢献～～福島県を核とした地域への貢献～

６．ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取組み６．ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取組み



従業員が働きがいを実感できる企業風土の醸成や、当行の将来を担い、地域を支える人材を育成するために
さまざまな取組みを実施。

当行独自の研修体系である「東邦カレッジ」により、若手行員・

パートタイマー向けのベーシックコースや、より専門的なスキル

を育成する各種トレーニー研修など、充実した研修を実施

平成１８年より、当行独自の海外研修を開始。経営層、中堅層、

若手層にて幅広い年代の世代を超えた１５名程度の視察団を

経済・金融の中心である米国に毎年派遣

当行の永続的な成長を担う人材を育成するため、ビジネススクール

や中小企業大学校等への行外派遣研修制度を充実

専門的な能力開発を支援する目的で、「語学研修」「中小企業診断

士1次受験対策講座」を継続実施

【充実した教育研修制度】

福島労働局より県内の大企業第１号として、次世代育成支援対策

推進法に基づき、仕事と家庭の両立支援に積極的に

取組む企業の認定である「次世代認定マーク（愛称

“くるみん”）」 を取得

女性が活き活きと働くことのできる組織を創ることを目的とした

「女性活躍推進プロジェクト」を発足

従業員家族を対象とした「職場見学会」を実施

【全員参加型の企業風土の確立】
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働きがいを実感できる企業風土の醸成

地域を支える人材育成への取組み

～全員参加型の企業風土の確立～～全員参加型の企業風土の確立～

７．人材育成への取組み７．人材育成への取組み

【行内集合研修等】

○行内研修 ２５１講座開催 受講者数 のべ４，５００名

○休日セミナー ３２ 講座開催 受講者数 のべ１，１００名

○新入行員を対象とした「メンター（助言者）制度」の実施

【行外派遣研修等】

○行外派遣研修 ２３ 講座 派遣者数 １１０名

○当行独自「海外派遣研修」 派遣者数 ２０名

○ ビジネススクール（ＭＢＡ取得） 派遣者数 ３名

等への派遣 （首都圏大学２、県内大学１）

【人材育成のための各種サポート】

○「中小企業診断士」資格取得サポート

○「ＦＰ技能士」資格取得サポート

○「語学研修」サポート

【若手行員の外部出向・派遣等】

○ （独）日本貿易振興機構（ジェトロ）への出向派遣

○「福島県上海事務所」への出向派遣

○他銀行への「事業承継トレーニー」研修派遣

○他銀行への「国際業務トレーニー」研修派遣

○大手証券会社への研修派遣

○首都圏外部シンクタンクへの派遣

平成２１年度に実施した主な人材育成施策



＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５

東邦銀行は、これからも“ふくしま”の発展とお客さまの豊かな暮らしづくりの
ために力を尽くしてまいりますので、最寄の支店、もしくは下記のご連絡先へ、
お気軽にご相談下さい。

●各種商品・サービス内容のお問い合わせ

・ハローサービスセンター ０１２０－１４－８６５６

●事業資金のご相談（金融円滑化に関するご相談を含む）

・ビジネスローンプラザ ０１２０－１０４７－１７

●個人向けローンのご相談（金融円滑化に関するご相談を含む）
・「福島」「郡山」「須賀川」「会津」「いわき」「白河」の個人向けローン専門店 ０１２０－６０８－１０４

●苦情等の受付窓口
・「お客さま相談室」 ０２４－５２３－３１３１

本資料には、将来の業績に係る記
述が含まれておりますが、こうした
記述は、将来の業績を保証するもの
ではありません。
将来の業績は、経営環境等の変化
等により異なる可能性がありますの
でご留意ください。

８８．．その他その他

トーホーなら いーな

ローンは トーホー

トーホー ハローコール
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